
畠山の共通テスト　公共、政治・経済 最終更新日付 2026年10月26日
なお、正誤問題・解答の訂正内容は、Googleフォームに反映済みです。

項番 区分 ページ 箇所 誤 正
修正の時の刷または
コード（4ケタの数字部
分）

補足事項

1 2

（3）3人の社会契約の理
解
／「ルソー」の「結果・影
響」の欄

1798年 1789年 次回増刷時に修正

2 3 問8 解答 ローマ帝国 神聖ローマ帝国 次回増刷時に修正

3 6
（2）国際人権規約の内容
と日本の批准状況
／発効年の記載

1970年 1976年 次回増刷時に修正

4 14

（2）大日本帝国憲法（旧
憲法）と日本国憲法（新
憲法）へのながれ
／上から5つ目の欄

GHO［⑩　　］を手交　1946年2月26日 GHQ［⑩　　］を手交　1946年2月13日 次回増刷時に修正

5 14
同上
／上から6つ目の欄

1946年10月29日 1946年10月7日 次回増刷時に修正

6 20 問9 内閣法制局長官・真田秀夫は、 内閣法制局は、 次回増刷時に修正

7 21 問28
2014年の防衛装備移転三原則は、国家安全保障会議で閣
議決定され、その議長は

2013年に設置された国家安全保障会議の議長は 次回増刷時に修正

8 21 問29 第三国提移転 第三国移転 次回増刷時に修正
9 22 空欄㉜ 遡求処罰 遡及処罰 次回増刷時に修正

10 23 問11 1986年 1960年 次回増刷時に修正
11 24 問18 1975年 1987年 次回増刷時に修正
12 25 問3 解答 × 〇 次回増刷時に修正
13 25 問7 解答 〇 × 次回増刷時に修正

14 25 問15 解説 一部に違憲の疑いがあるとされた。
教科書検定制度は検閲に当たらず合憲。個別の検定処分
の違法性とは区別する。

次回増刷時に修正

15 25 問22 解答 × 〇 次回増刷時に修正
16 25 問26 解説 第36条 第38条1項 次回増刷時に修正

17 26

（2）最高裁の違憲判決
（平等権、参政権に関す
る判例）と動向
／上から4行目（婚外子
（非嫡出子）国籍取得制
限規定）の「判決」欄

空欄⑪
空欄⑪の解答は「民法」ですが、この欄に当てはまるのは
「国籍法」

次回増刷時に修正

18 27 問17 2020年 2022年 次回増刷時に修正
19 28 問15 最高裁2022年 最高裁2005年 次回増刷時に修正
20 29 問16 解説 2020年 2022年 次回増刷時に修正
21 29 問20解答 × 〇 次回増刷時に修正
22 35 問17 解答 60日 30日 次回増刷時に修正

23 35 問19
内閣総理大臣の指名で両院の議決が一致しないとき、衆議
院の議決が参議院送付後［㉒　］経過で国会の議決となる。

衆議院が内閣総理大臣指名の議決をした後、参議院が［㉒　
］以内に指名を議決しないとき、衆議院の議決が国会の議
決となる。

次回増刷時に修正

24 36 問10
内閣総理大臣の指名で両院の議決が一致しないときは、衆
議院の議決が参議院送付後10日経過で国会の議決となる。

衆議院が内閣総理大臣指名の議決をした後、参議院が10
日以内に指名を議決しないときは、衆議院の議決が国会の
議決となる。

次回増刷時に修正

25 37 問30 2001年の中央省庁再編で 1999年に制定された国会審議活性化法により 次回増刷時に修正

26 37 問4 解答、解説 〇：訴訟手続や職員規律など、司法内部に限定。 ×：規則制定権は訴訟手続等、内部規律に限定されない。 次回増刷時に修正

27 37 問9 解答、解説 〇：いわゆる「60日ルール」 ×：いわゆる「30日ルール」 次回増刷時に修正
28 37 問28 解答 〇 × 次回増刷時に修正
29 38 (2)新しい行政機関 2021　[⑦　]（[⑥　]の下に設置） 2021　[⑦　]（[⑤　]の下に設置） 次回増刷時に修正
30 39 問13 解答 ㉑政務次官　㉒副大臣 ㉑副大臣　㉒大臣政務官 次回増刷時に修正
31 39 問18 （1994年制定） （1994年施行） 次回増刷時に修正
32 40 問14 （1994年制定） （1994年施行） 次回増刷時に修正

33 42 見方のツボ!! 具体的（付随的）違憲審査性 具体的（付随的）違憲審査制 次回増刷時に修正

34 43 問4 ・・・からのを排して・・・ ・・・からの干渉を排して・・・ 次回増刷時に修正
35 43 問5 ・・・として出ない限り・・・ ・・・として行わない限り・・・ 次回増刷時に修正
36 44 問7 上級裁判所長の書簡 同じ札幌地裁の所長の書簡 次回増刷時に修正

37 49 問11 解説
16歳以上から可能（故意の犯罪行為により被害者を死亡さ
せた事件）。

一般に犯行時14歳以上が対象。故意の犯罪行為により被
害者を死亡させた事件では、16歳以上は原則逆送。

次回増刷時に修正

38 49 問27 解答 〇 × 次回増刷時に修正
39 49 問30、問30 解説 2018年 2008年 次回増刷時に修正
40 53 問21 水質汚濁法 水質汚濁防止法 次回増刷時に修正
41 53 問28 解答、解説 〇：重要な錯誤の場合は契約の効力が否定される。 ×：一定の要件を満たす錯誤は取消しの対象。 次回増刷時に修正
42 53 問30 契約の成立そのもの 契約の取消し 次回増刷時に修正

43 54
（1）地方自治法上の直接
請求制度
／空欄⑫

選挙管理委員会 首長 次回増刷時に修正

44 55 問5 解答 ⑧地方自治 ⑧地方自治法 次回増刷時に修正
45 56 問8 議会に計らなければならない 議会に諮らなければならない 次回増刷時に修正

46 57 問13 解説 辞職か議会解散かを選べる。
不信任の通知を受けた日から10日以内に議会を解散しなけ
れば失職する。

次回増刷時に修正

47 57 問25 解答、解説 〇：地方自治法の規定。 ×：定例会の招集回数は条例で定める。 次回増刷時に修正
48 57 問27 解説 法律の案提出権 法律案の提出権 次回増刷時に修正
49 62 （2）公職選挙法 公職職選挙法 公職選挙法 次回増刷時に修正
50 62 （3）政治とカネの流れ 政府交付金 政党交付金 次回増刷時に修正
51 62 （3）政治とカネの流れ 政党家 政治家 次回増刷時に修正
52 62 （3）政治とカネの流れ 1つ以上の指定の可能 1つ以上の指定が可能 次回増刷時に修正
53 63 問12 または直近の国政選挙で または国会議員を有し、所定の国政選挙で 次回増刷時に修正
54 63 問19 国会議員の女性比率 国会議員の女性候補者比率 次回増刷時に修正

55 64 問14
企業・団体献金は政党・政党支部への献金のみ認められ
る。

企業・団体による政党・政党支部への献金は認められる。 次回増刷時に修正

56 65 問6 解説 個人名・政党名の両方が記入できる 候補者名または政党名の、いずれか一方を記入する 次回増刷時に修正

57 65 問11 解答、解説
〇：国会議員5名以上もしくは、直近の国政選挙で2％以上
の得票。

×：国会議員5名以上、または、国会議員を有し、所定の国
政選挙で2％以上の得票。

次回増刷時に修正

58 65 問14 解説 個人献金は全てみとめられる このほか、政治資金団体への献金もみとめられる 次回増刷時に修正
59 65 問15 解答 〇 × 次回増刷時に修正
60 65 問21 解説 2015年の公職選挙法改正 2018年の公職選挙法改正 次回増刷時に修正
61 67 問12 ［⑫　］に対する罪、［⑬　］に対する、 ［⑫　］、［⑬　］に対する罪、 次回増刷時に修正
62 67 問19 ・・・の勧告を行うためが ・・・の勧告を行うために 次回増刷時に修正
63 75 問16 1995年発効の 1995年の 次回増刷時に修正
64 79 問9 ベオグラードを空爆 セルビア人勢力を空爆 次回増刷時に修正
65 89 問22 「改革・解放」 「改革・開放」 次回増刷時に修正
66 91 空欄⑩ 株式 持株 次回増刷時に修正
67 91 問11 自己資本は 内部留保の活用は 次回増刷時に修正
68 93 問26 解答、解説 〇：BOPとは、・・・ ×：利潤は受け取る。BOPとは、・・・ 次回増刷時に修正

69 94
（2）価格の需要弾力性
／1つ目の矢印

需要量のへ変化 需要量の変化 次回増刷時に修正

70 94
（2）価格の需要弾力性
／ぜいたく品のケース

高くなると（P1）買わない（Q1）、安いと（P2）買う（Q2）
高くなると（P2）買わない（Q1）、安いと（P1）買う（Q2）
※また、グラフ内に「P1」が2つありますが、上のものは「P2」
が正しい記載となります。

次回増刷時に修正

71 94
（2）価格の需要弾力性
／生活品のケース

高くても（P1）、安くても（P2）とりあえず買う（Q1・Q2） 高くても（P2）、安くても（P1）とりあえず買う（Q1・Q2） 次回増刷時に修正

72 98
（2）三面等価の原則と、
GNI（GNP）とGDPイメージ
／図中

A国の国民／外国人 A国の居住者／A国の非居住者 次回増刷時に修正

73 100 問9 帰属家賃（住宅ローン返済など） 帰属家賃（賃貸であった場合の家賃） 次回増刷時に修正
74 101 問15 解答 〇 × 次回増刷時に修正
75 101 問18 解答 〇 × 次回増刷時に修正
76 101 問30 景気停滞もとで 景気停滞の下で 次回増刷時に修正
77 109 問10 解説 通過供給量 通貨供給量 次回増刷時に修正

コード[英字＋数字]は、奥付右下に示しております。



78 109 問29 解説 正しくは「直接税中心」。
均衡財政はドッジ・ライン。直接税中心の税制はシャウプ勧
告。

次回増刷時に修正

79 111 問18 設備の大型化よる・・・追求された 設備の大型化による・・・追求された。 次回増刷時に修正
80 112 問9 日銀引き受けの債権 日銀引き受けの債券 次回増刷時に修正
81 113 問26 解答、解説 ×：正しくは輸入などの拡大。 〇：輸出の拡大が経済成長を牽引した。 次回増刷時に修正
82 119 問5 空欄⑦解答 中小受諾取引適正化法（適取法） 中小受託取引適正化法（取適法） 次回増刷時に修正
83 119 問20 ［㉜　］法（2018年施行）が2020年に改正され、・・・ ［㉜　］法が2018年に改正（2020年に施行）され、・・・ 次回増刷時に修正

84 120 問8
2026年に下請法が改正され、デジタル化などに対応して、情
報成果物作成や役務提供などの取引にも対象を拡大するこ
となどを内容とした、中小適正取引法（適取法）となった。

下請法は2025年に改正され、2026年1月から中小受託取引
適正化法（取適法）となり、協議に応じない一方的な代金決
定の禁止など、取引の適正化が図られた。

次回増刷時に修正

85 121 問7 解説 適取法 取適法 次回増刷時に修正

86 121 問8 解説
下請法は1956年に制定された「下請代金支払遅延等防止
法」のこと。

2025年改正・2026年1月1日施行。価格協議に応じない一方
的な代金決定や、代金の手形払いが禁止された。

次回増刷時に修正

87 121 問20 農業基本法（1952年） 農業基本法（1961年） 次回増刷時に修正
88 121 問20 解説 正しくは農地法。農業基本法は1961年。 1946年の自作農創設特別措置法と農地調整法改正。 次回増刷時に修正
89 123 問12 解答 ㉑デモンストレーション　㉒依存 ㉑依存　㉒デモンストレーション 次回増刷時に修正
90 125 問2 解答、解説 〇：その他は、第一審で原告が勝訴。 ×：第一審でも原告が勝訴。 次回増刷時に修正
91 131 問7 1948年制定 1948年改正 次回増刷時に修正
92 131 問16 1997年制定 1995年改正 次回増刷時に修正
93 132 問6 1948年に制定された 1948年に改正された 次回増刷時に修正

94 132 問17
ニートは、就業しておらず、かつ就業意欲のない若年層を指
し

ニートは、就業・通学・職業訓練や求職活動をしていない若
年層を指し

次回増刷時に修正

95 133 問1 解答、解説 ×：正しくは労働者ではなく「労働組合」。
〇：不当労働行為は使用者による、労働者・労働組合の労
働基本権の行使を妨げる行為。

次回増刷時に修正

96 135 問7 （国庫負担は2分の1） （基礎年金給付費の国庫負担は2分の1） 次回増刷時に修正
97 139 問9 ODAや仕送りなど 無償の消費財援助や仕送りなど 次回増刷時に修正
98 140 問9 経常収支と資本移転等収支資産の出入りに 経常収支と資本移転等収支は資産の出入りに 次回増刷時に修正

99 141 問9 解説 「資産」と「カネ」が逆。
経常収支は財・サービス・所得等、資本移転等収支は資本
移転等、金融収支は対外金融資産・負債の増減を計上す
る。

次回増刷時に修正

100 141 問22 解説 600÷6で1ドルとなる。 600円÷6ドルで100円／ドルとなる。 次回増刷時に修正

101 145 問6 解答、解説 〇：いわゆる双子の赤字である。
×：いわゆる双子の赤字である。これは1980年代に用いられ
た言葉。

次回増刷時に修正

102 145 問12 解答、解説 ×：変動相場制を正式承認した。 〇：固定相場制を正式承認した。 次回増刷時に修正

103 146
3．ASEAN（東南アジア諸
国連合）
／1つ目の矢印の記載

1967年に（中略）ブルネイ（中略）が加盟 ブルネイの加盟年は1984年 次回増刷時に修正

104 149 問25 介護士・介護福祉士 看護師・介護福祉士 次回増刷時に修正

105 151 問10 ［⑮　］％以上とする
［⑮　］％（2018年以降は相手国の所得に応じて10％から
45％）以上とする

次回増刷時に修正

106 154
（2）環境会議のイメージ
／図の最下段

法的拘束力 法的削減義務 次回増刷時に修正

107 157 問25 解説 日本では2020年に法的に分離された。
政府は2019年「統合イノベーション戦略2019」を推進する方
針を示した。

次回増刷時に修正

108 167 空欄⑱ 発達段階 発達課題 次回増刷時に修正

109 170
（2）フロイトの防衛機制
／見出し

防衛規制 防衛機制 次回増刷時に修正

110 170
（2）フロイトの防衛機制
／下から2段目の「内容」
欄

相手に期する 相手に帰する 次回増刷時に修正

111 173 問17 解説 著者 若者 次回増刷時に修正

112 178
（２）三大世界宗教をスッ
キリ比較
／見出し

三体宗教 三大世界宗教 次回増刷時に修正

113 179 問15 ［⑯　］を晿え ［⑯　］を唱え 次回増刷時に修正
114 179 問15 解答 ⑯礼治主義　⑰性悪説 ⑯性悪説　⑰礼治主義 次回増刷時に修正
115 181 問11 解説 天使がガブリエルを通して 天使ガブリエルを通して 次回増刷時に修正
116 185 問11 解答 × 〇 次回増刷時に修正

117 190

（2）近代科学思想のスッ
キリまとめ
／上から1行目（コペルニ
クス）の「思想ポイント」

天道説 天動説 次回増刷時に修正

118 191 空欄⑪ 天道 天動 次回増刷時に修正

119 194
（4）実存主義
／下から2段目の「思想
ポイント」欄

として捉えたと として捉えたとき 次回増刷時に修正

120 195 問15 観念やを抽象的原理ではなく 観念や抽象的原理ではなく 次回増刷時に修正
121 198 問20 2023年 2024年 次回増刷時に修正
122 199 問28 2024年 2025年 次回増刷時に修正
123 200 問12 2023年施行 2024年11月施行 次回増刷時に修正
124 201 問25 解説 就労支援制度 育成就労制度 次回増刷時に修正

125 203 問15 解答、解説 ×：「化石燃料からの段階的移行」については
〇：「化石燃料からの段階的移行」は明記されたが、「段階
的廃止」は

次回増刷時に修正


